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平成 31 年度事業報告書「法⼈の概要」及び「事業の概要」について 

 
１ 法⼈の概要 
 

１－１ 建学の精神 
 

  本学院は、1954 年（昭和 29 年）に創設者故「水野 子
と し こ

」名誉学院⻑の献⾝的な努⼒により

設⽴されました。滝子幼児園（現在の滝子幼稚園）を⺟体として設置された本学院は、その後、名
古屋自由学院幼稚園教員養成所（現在の名古屋芸術大学保育専門学校）、名古屋自由学院
短期大学（後の名古屋芸術大学短期大学部で 2008 年（平成 20 年）7 月 31 日廃止）、同
付属第二幼稚園（現在の名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園）、名古屋芸術大学、同大学院の
開設等、飛躍的な発展を遂げてきました。 

しかし、保育の現場において保護者のニーズ、保育者に求められる資質・能⼒が多様化してきたこと
に伴い、名古屋芸術大学短期大学部保育科を発展的に改組し、2007 年（平成 19 年）4 月に
名古屋芸術大学の中に小学校教諭、幼稚園教諭及び保育士養成を目指した⼈間発達学部子ど
も発達学科を設置しました。このことにより 2008 年（平成 20 年）3 月、名古屋芸術大学短期大
学部は 45 年の歴史に幕を閉じることとなりましたが、同短期大学部の精神は⼈間発達学部に引き
継がれています。 

  本学院は、創設当初から「至誠奉仕」を建学の精神として掲げ、心豊かな⼈間の育成に努めてきま
した。これまでに多くの卒業⽣が社会の各分野において⽴派に活躍し、高い評価を得ております。現
在も創設時の精神を引き継ぎ、芸術及び保育の分野において広く社会に貢献する⼈材の育成に努
めています。 

  ⼈間が⼈間として育つための基本的な条件である自由が、「自由学院」の自由であります。自由での
びやかな環境の中で、⼀⼈ひとりの学⽣が⽣き⽣きと学ぶ学園でありたいと今後の発展を念願していま
す。 

 
 【理 念】 
   本学院の建学の精神「至誠奉仕」は、傘下の各学校に受け継がれ、⼈間性の不断の陶冶と社会

の要請に応えられる豊かな感性と創造⼒に富んだ⼈材の育成をもって、学院各校共通の教育理
念としています。 

 【特 色】 
   卒業⽣が実社会で存分に活躍できるよう、実技・実習を重視し、表現⼒や創造性の開発に⼒点

をおいたカリキュラム・指導法が学院各校共通の特色です。 
 【指導方針】 
   教員は、学⽣との信頼関係を大切にし、学⽣の主体性・可能性を尊重し、能⼒・適性等を総合

的に把握し、指導の成果等については、常時点検と評価を実施し、指導法の改善に努めていま
す。 
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１－２ 学校法⼈の沿革（概要）等 
 

年 月 日 概 要 －学校法⼈・学校・学部・学科・課程等の新増設等－ 

昭和 27 年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永⾦町⼀丁目１番地に「滝子幼児園」を開設 

昭和 28 年 3 月 31 日 「滝子幼児園」を「滝子幼稚園」に変更設置認可（収容定員 310 ⼈） 

昭和 28 年 4 月 1 日 「滝子幼稚園」開設（収容定員 310 ⼈） 

昭和 29 年 11 月 22
日 

｢学校法⼈自由学院｣設⽴認可、理事⻑「水野 子
と し こ

」就任 

昭和 32 年 5 月 1 日 ｢学校法⼈自由学院｣の名称を「学校法⼈名古屋自由学院」に変更認可 

昭和 33 年 4 月 1 日 名古屋市昭和区永⾦町⼀丁目 1 番地に「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」開設 

昭和 33 年 5 月 31 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、幼稚園教員を養成する機関として文部大臣の
指定を受ける 

昭和 34 年 2 月 4 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」は、保⺟を養成する施設として厚⽣大臣の指定を
受ける 

昭和 38 年 4 月 1 日 愛知県⻄春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学」を開設 
（入学定員〈保育科 50 ⼈〉） 

昭和 41 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「文科」開設 
（入学定員 100 ⼈〈国文専攻 50 ⼈・英文専攻 50 ⼈〉） 

昭和 42 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「音楽科」開設（入学定員 50 ⼈） 

昭和 43 年 4 月 1 日 愛知県⻄春日井郡師勝町熊之庄に「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を開
設（収容定員 240 ⼈） 

昭和 43 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 100 ⼈） 

昭和 43 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」開設（入学定員 20 ⼈） 

昭和 45 年 4 月 1 日 愛知県⻄春日井郡師勝町熊之庄及び同郡⻄春町徳重に「名古屋芸術大学」開設 
（入学定員 音楽学部 70 ⼈ 〈声楽科 10 ⼈・器楽科 25 ⼈・音楽教育学科 35 ⼈〉） 
（入学定員 美術学部 80 ⼈〈絵画科 30 ⼈・彫刻科 10 ⼈・デザイン科 40 ⼈〉） 

昭和 48 年 2 月 6 日 「名古屋自由学院幼稚園教員養成所」の名称を「名古屋保育専門学校」に変更認可 

昭和 48 年 2 月 6 日 「名古屋保育専門学校」は、幼稚園教員を養成する機関として文部大臣の指定を受ける 

昭和 48 年 3 月 29 日 「名古屋保育専門学校」は、保⺟を養成する施設として厚⽣大臣の指定を受ける 

昭和 48 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学「保育専攻科」廃止 

昭和 49 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科」開設（入学定員 50 ⼈） 

昭和 49 年 12 月 25
日 

名古屋自由学院短期大学「音楽科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 80 ⼈〈器楽専攻 55 ⼈・声楽専攻 25 ⼈〉） 

昭和 49 年 12 月 25
日 

「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 音楽学部 110 ⼈〈声楽科 15 ⼈・器楽科 35 ⼈・音楽教育学科 60 ⼈〉） 
（入学定員 美術学部 120 ⼈〈絵画科 45 ⼈・彫刻科 15 ⼈・デザイン科 60 ⼈〉） 
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昭和 52 年 3 月 1 日 「各種学校名古屋保育専門学校」を「専修学校名古屋保育専門学校」（教育専門課
程）に切替認可 

昭和 53 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」開設（入学定員 50 ⼈） 

昭和 53 年 12 月 25
日 

名古屋自由学院短期大学「保育科」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 150 ⼈） 

昭和 57 年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科幼稚園教員・保⺟専攻コース第 1 部（昼間）」開設（入
学定員 50 ⼈） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「滝子幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可（収容定員 200 ⼈） 

昭和 60 年 3 月 31 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の収容定員の減少に係る園則変更認可
（収容定員 160 ⼈） 

昭和 60 年 12 月 25
日 

「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（入学定員 音楽学部 160 ⼈〈声楽科 30 ⼈・器楽科 60 ⼈・音楽教育学科 70 ⼈〉） 
（入学定員 美術学部 180 ⼈〈絵画科 70 ⼈・彫刻科 20 ⼈・デザイン科 90 ⼈〉） 

平成元年 3 月 31 日 
学校法⼈名古屋自由学院理事⻑「水野子

と し こ

」辞任 

平成元年 4 月 1 日 学校法⼈名古屋自由学院理事⻑「川村科子」就任 

平成 3 年 12 月 20 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 
（器楽科 15 ⼈・絵画科 10 ⼈・彫刻科 5 ⼈・デザイン科 25 ⼈） 
（期間 平成 4 年 4 月 1 日から平成 9 年 3 月 31 日まで） 

平成 6 年 12 月 21 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（第 3 年次編入学定員 音楽学部 15 ⼈〈声楽科３⼈・器楽科 5 ⼈・音楽教育学科 7
⼈〉） 
（第 3 年次編入学定員 美術学部 20 ⼈〈絵画科 10 ⼈・デザイン科 10 ⼈〉） 

平成 7 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院美術研究科造形専攻｣修士課程開設（入学定員 10 ⼈） 

平成 8 年 12 月 19 日 「名古屋芸術大学」の期間を付した入学定員の増加に係る学則の変更認可 
（器楽科 15 ⼈・絵画科 10 ⼈・彫刻科 5 ⼈・デザイン科 25 ⼈） 
（期間 平成 9 年 4 月１日から平成 12 年 3 月 31 日まで） 

平成 9 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科声楽専攻」及び「器楽専攻｣修士課程開設 
（入学定員 声楽専攻 5 ⼈・器楽専攻 6 ⼈） 

平成 11 年 3 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護福祉士
を養成する施設として厚⽣大臣の指定を受ける 

平成 11 年 4 月 1 日 「名古屋保育専門学校」の名称を「名古屋保育・福祉専門学校」に変更し、介護福祉科
（教育・社会福祉専門課程）を開設（入学定員 80 ⼈） 

平成 11 年 4 月 1 日 名古屋保育専門学校「保育科第二部（幼稚園教員専攻コース）」の廃止 

平成 11 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「児童教育科第二部」の学⽣募集停止 

平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の増加に係る学則変更認可 
（音楽学部 声楽科 50 ⼈・器楽科 85 ⼈） 

 （美術学部 絵画科 80 ⼈・彫刻科 50 ⼈・デザイン科 175 ⼈） 
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平成 11 年 7 月 28 日 「名古屋芸術大学」の収容定員の減少に係る学則変更認可（音楽教育学科 50 ⼈） 

平成 12 年 3 月 30 日 「名古屋保育・福祉専門学校」は、幼稚園教員養成機関として文部大臣の指定を受ける 

平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」の学⽣募集を
停止し、「音楽科」として学⽣募集を⾏う 

平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」及び「児童教育科」の学⽣募集停止 

平成 12 年 4 月 1 日 名古屋自由学院短期大学「保育科」及び「音楽科」を男⼥共学とする 

平成 12 年 5 月 24 日 「名古屋自由学院短期大学音楽科」の収容定員の減少に係る学則変更認可 
（入学定員 50 ⼈） 

平成 12 年 8 月 15 日 名古屋芸術大学美術学部「彫刻科」の名称を「造形科」に変更認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学」の名称を｢名古屋芸術大学短期大学部｣に変更認可 

平成 12 年 8 月 15 日 「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」の名称を「名古屋芸術大学附属クリエ幼
稚園」に変更認可 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学文科「英文専攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋自由学院短期大学音楽科「器楽専攻課程」及び「声楽専攻課程」廃止 

平成 13 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「児童教育科」及び「児童教育科第二部」廃止 

平成 13 年 4 月 1 日 ①名古屋芸術大学「美術学部彫刻科」を「美術学部造形科」に施⾏ 
②「名古屋自由学院短期大学」を「名古屋芸術大学短期大学部」に施⾏ 
③「名古屋自由学院短期大学付属第二幼稚園」を「名古屋芸術大学附属クリエ幼 
 稚園」に施⾏ 

平成 13 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「音楽文化応用学科」及び美術学部「美術文化学科」開設
（入学定員〈音楽文化応用学科 50 ⼈・美術文化学科 30 ⼈〉） 

平成 13 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部文科「国文専攻課程」の募集停止 

平成 14 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学短期大学部「文科」廃止 

平成 14 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「デザイン学部デザイン学科」開設 
（入学定員 175 ⼈ 第 3 年次編入学定員 10 ⼈） 

平成 14 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」の学⽣募集停止 
（ただし、3 年次編入学は平成 16 年 4 月から学⽣募集停止） 

平成 16 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院音楽研究科音楽学専攻修士課程」開設（入学定員 8 ⼈） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」及び「音楽文化創造学科」開設 
（入学定員 演奏学科 115 ⼈、音楽文科創造学科 120 ⼈） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院デザイン研究科デザイン専攻修士課程」開設 
（入学定員 10 ⼈） 

平成 17 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」 、 「器楽科」 、 「音楽教育学科」及び「音楽文化応
用学科」の学⽣募集停止 
（ただし、3 年次編入学は平成 19 年 4 月から学⽣募集停止） 

平成 18 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「デザイン科」廃止 

平成 19 年 3 月 6 日 「名古屋芸術大学⼈間発達学部」は、指定保育士養成施設として東海北陸厚⽣局⻑の
指定を受ける 



5 

 

平成 19 年 3 月 16 日 「名古屋芸術大学⼈間発達学部」は、教員の免許状授与の所要資格を得させるための大
学の学部等の課程として文部科学大臣の認定を受ける 
（小学校教諭⼀種免許状及び幼稚園教諭⼀種免許状） 

平成 19 年 3 月 22 日 名古屋保育・福祉専門学校「介護福祉科」の入学定員の減少に係る学則変更承認（入
学定員 40 ⼈） 

平成 19 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「⼈間発達学部子ども発達学科」開設 
（入学定員 140 ⼈ 第 3 年次編入学定員 10 ⼈） 

平成 19 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学短期大学部「保育科」及び「音楽科」の学⽣募集停止 
平成 20 年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学短期大学部」閉校 
平成 20 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学音楽学部「声楽科」 、 「器楽科」 、 「音楽教育学科」及び「音楽文化応

用学科」廃止 
平成 20 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「美術学科」開設（入学定員 160 ⼈） 
平成 20 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」 、 「造形科」及び「美術文化学科」の学⽣募集停止

（ただし、3 年次編入学は平成 22 年 4 月から学⽣募集停止） 
平成 22 年 3 月 31 日 学校法⼈名古屋自由学院理事⻑「川村科子」辞任 
平成 22 年 4 月 1 日 学校法⼈名古屋自由学院理事⻑「川村大介」就任 
平成 23 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学「大学院⼈間発達学研究科子ども発達学専攻修士課程」開設 

（入学定員 10 ⼈） 
平成 23 年 4 月 1 日 「名古屋保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」に名称変更 
平成 24 年 4 月 1 日 「名古屋芸術大学 栄サテライト」開設 

平成 25 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「絵画科」廃止 

平成 26 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学美術学部「造形科」及び「美術文化学科」廃止 

平成 26 年 6 月 12 日 
 
 

「名古屋芸術大学」の入学定員の減少に係る学則変更届出 
（入学定員 音楽学部 150 ⼈〈演奏科 60 ⼈・音楽文化創造学科 90 ⼈〉、美術学部
美術学科 120 ⼈） 

平成 26 年 8 月 1 日 
 

学校法⼈名古屋自由学院寄附⾏為の変更認可 
（理事定数：9 ⼈、評議員定数：20 ⼈） 

平成 27 年 3 月 31 日 名古屋芸術大学保育・福祉専門学校「介護福祉科」廃止 

平成 27 年 4 月 1 日 
 

「名古屋芸術大学保育・福祉専門学校」を「名古屋芸術大学保育専門学校」に名称変
更 

平成 29 年 2 月 28 日 名古屋芸術大学保育専門学校「教育・社会福祉専門課程  保育科」、「教育・社会福
祉専門課程  保育科第二部」が職業実践専門課程として文部科学大臣の認定を受ける 

平成 29 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学芸術学部「芸術学科」開設（入学定員 445 ⼈） 
平成 29 年 4 月 1 日 名古屋芸術大学音楽学部「演奏学科」、「音楽文化創造学科」、美術学部「美術学科」

及びデザイン学部「デザイン学科」の学⽣募集停止（ただし、3年次編入学は平成 31 年 4
月から学⽣募集停止） 

平成 29 年 9 月 29 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」を名古屋市納屋橋に開設 

令和 2 年 3 月 31 日 「名古屋芸術大学地域交流センター」閉鎖 
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１－３ 設置する学校・学部・学科等（令和元年 5 月 1 日現在） 
 
 １ 名古屋芸術大学大学院 
    音楽研究科     声楽専攻（修士課程） 
              器楽専攻（修士課程） 
              音楽学専攻（修士課程） 
    美術研究科     美術専攻（修士課程） 
    デザイン研究科   デザイン専攻（修士課程） 
    ⼈間発達学研究科  子ども発達学専攻（修士課程） 
 ２ 名古屋芸術大学 
    音楽学部      演奏学科 
              音楽文化創造学科 
    美術学部     美術学科 
    デザイン学部   デザイン学科 
    芸術学部      芸術学科 
    ⼈間発達学部   子ども発達学科 
 ３ 名古屋芸術大学保育専門学校 
    保育科 
    保育科第二部 
 ４ 滝子幼稚園 
 ５ 名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園 
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１－４ 事務組織図（令和元年 5 月 1 日現在） 

 

【西】

【東】

法 人 事 務 局 総 務 部 総 務 課
【東】

財 務 部 経 理 課
【東】

管 財 課
【東】

学 院 広 報 室

人 事 課
【東】

監 査 室
【東】

理 事 長 名 古 屋 芸 術 大 学 事 務 部
東 キ ャ ン パ ス

事 務 室
庶 務 会 計 課

理 事 会 （地域交流センター） 企 画 室
【東】

【西】

名 古 屋 芸 術 大 学 附 属 ク リ エ 幼 稚 園 事 務 室 （ ク リ エ ）
【東】

（国際交流センター）

【西】

演 奏 課
【東】

（アート＆デザインセンター）
ア ー ト ＆ デ ザ イ ン

セ ン タ ー 事 務 室 【西】

（キャリアセンター） キ ャ リ ア サ ポ ー ト 室
【東】

【西】

（ FD ・ SD 推 進 セ ン

タ ー ）

（教務学生生活センター） 大 学 院 事 務 室
【東】

滝 子 幼 稚 園 事 務 室 （ 滝 幼 ）
【滝子】

（子どもコミュニティセンター） 学 務 部 教 務 学 生 課
【東】

【西】

国 際 交 流 セ ン タ ー

事 務 室

【東】

【西】

名 古 屋 芸 術 大 学 保 育 専 門 学 校 滝 子 事 務 室 事 務 室 （ 保 専 ）
【滝子】

（生涯学習センター） 広 報 企 画 部 広 報 入 試 課
【東】

【西】

（ 技 術 セ ン タ ー ） 技 術 管 理 室
【西】

評 議 員 会 学 部
（メディア 教育 セン

タ ー ）
Ｉ Ｔ 室

【東】

【西】

【東】

（ 附 属 図 書 館 ） 図 書 室
【東】

【西】

大 学 院
西 キ ャ ン パ ス

事 務 室
管 財 課

【東】
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１－５ 当該学校・学部・学科等の入学定員、学⽣数の状況  
 

 入学定員 ３年次編入

学定員 
収容定員 
 

現  員 
(令和元年 5 月 1 日現在) 

名古屋芸術大学大学院 
 音楽研究科 
 美術研究科 
 デザイン研究科 
 ⼈間発達学研究科 

    
      19 
      10 

   10 
   10 

 
   － 
   － 
   － 
  － 

 
     38 
     20 
   20 
   20 

 
        13 
        10 
        14 
         3 

    合    計       49    －      98         40 
名古屋芸術大学 
 音楽学部演奏学科 
 音楽学部音楽文化創造学科 
 美術学部美術学科 
 デザイン学部デザイン学科 
 芸術学部芸術学科 
  ⼈間発達学部子ども発達学科 

 
      － 
      － 

－ 
    － 

     445 
140 

 
     － 
     － 
     － 
     － 
     35 

10 

 
     68 
     97 

130 
  185 

  1,370 
580 

 
        35 
        74 

     83 
199 

     1,274 
272 

    合    計      585      45   2,430 
     1,937 

名古屋芸術大学保育専門学校 
 保育科 
 保育科第二部 

 
      50 
      25 

 
   － 
   － 

 
    100 
     75 

 
        76 
        35 

    合    計       75    －     175        111 
滝子幼稚園    －    －     200        216 

名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園    －    －     160        181 
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１－６ 役員・教職員の概要 （令和元年 5 月 1 日現在） 
 
 ・役員並びに評議員の定員及び現員  
   理 事（定員 9 名 現員 9 名） 
   監 事（定員  2 名 現員 2 名） 
   評議員（定員 20 名 現員 20 名） 
 ・教職員（主な役職者名） 
   学校法⼈名古屋自由学院⻑・理事⻑ 
     川 村 大 介 
   名古屋芸術大学⻑ 
     竹 本 義 明 
   名古屋芸術大学保育専門学校⻑ 
     杉 浦 宏 幸 
   滝子幼稚園⻑ 
     杉 浦 宏 幸 
   名古屋芸術大学附属クリエ幼稚園⻑ 
     鎌 倉 博 
   学校法⼈名古屋自由学院法⼈事務局⻑ 
     平 野 春 吉 
 ・教職員数 
   【教  員】 
   名 古 屋 芸 術 大 学 （教授 56 名 准教授 32 名 講師 9 名 助教 0 名 非常勤講師 356 名） 
   名 古 屋 芸 術 大 学 保 育 専 門 学 校（専任教員 8 名 非常勤教員 15 名） 
   滝 子 幼 稚 園（専任教諭 8 名 非常勤教諭 1 名） 
   ク リ エ 幼 稚 園（専任教諭 5 名 非常勤教諭 3 名） 
   【事務職員及び技術職員】 
   事務職員（58 名）  
   技術職員（ 5 名） 
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２ 事業の概要 
 

事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
地域連携の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
産学官連携・社会
貢献の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自治体、公共団体等との連携 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
地域社会における活動の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北名古屋市及び周辺地域に対して、本学が有
するリソースを活用し芸術文化の発展に寄与すべ
く、次の事項を実施した。 
① 北名古屋市とネーミングライツパートナー締

結 
北名古屋市文化勤労会館のネーミングライ

ツパートナーに応募し採択された。令和2年4
月 1 日から、北名古屋市文化勤労会館は
「名古屋芸術大学アートスクエア」と呼称され
ている。 

② 北名古屋市紹介動画の制作 
「外国⼈にも北名古屋市を紹介できる紹

介動画を」という北名古屋市の方針の下、映
画監督の堤幸彦監督の監修により、芸術学
部音楽及びデザイン領域が連携して動画を
制作した。完成した動画は、北名古屋市関
係者から高い評価を得て、現在、同市のホー
ムページに掲載されている。 

 
 

名古屋芸術大学の多彩な教育文化活動を通
じて、次の地域社会との交流を実施した。 
① ららぽーと名古屋みなとアクルス「名古屋みな

と蔦屋書店」のクリスマス店内装飾制作 
本学の産学連携に注目していた蔦屋書店

から、本学に対して、店内装飾を⼀般的な施
⼯業者と異なる視点による制作依頼があっ
た。芸術学部美術領域の学⽣が蔦屋書店
担当者と協議を重ね、学⽣らしい発想で装飾
を制作し、来店客からその様子を多数の SNS
で発信される等、クリスマス期間中、雰囲気あ
る空間を作り、依頼者から高い評価を得た。 

② 「ナゴヤ展」を開催 
名古屋城本丸御殿孔雀之間で、芸術学

部デザイン領域が名古屋城をテーマにした作
品展「ナゴヤ展」を開催した。⾦のしゃちほこや
天守閣だけでなく、名古屋城の持つ本質的
価値を発⾒するため、半年間の調査を要し制
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

作した作品は、NHK や中日新聞等の多数メ
ディアからも取材を受け、依頼者である名古
屋城関係者からも高い評価を得た。 

③ 「-目で⾒る名曲集- GORO NOGUCHI 
GOLDEN HIT PARADE」を開催 

     岐⾩県美濃市にある美濃和紙の⾥会館で
開催した企画展で、歌⼿の野⼝五郎⽒が発
表してきた数々のヒット曲から着想を得て、芸
術学部美術領域の教員及び学⽣等が参加
し、作品を制作した。作品は、曲の旋律、歌
詞、ジャケット写真、歌声から受けるイメージを
咀嚼し、それを再構築して、美濃和紙で制作
した。 

作品展に併せて野⼝五郎⽒と本学教員
がトークショーを開催し、音楽とアート作品のコ
ラボレーションに多数の来場者が訪れ、CBC
テレビの取材も受けた。 

④ 自衛隊隊員募集動画を制作 
    自衛隊愛知地方協⼒本部から、減少傾向

が続く隊員募集者を増加させるため、学⽣な
らではの視点で自衛隊を PR し、隊員を募集
する動画制作の依頼があった。動画制作は、
芸術学部デザイン領域が担当しBGMを音楽
領域が制作した。 

⑤ 第 7 回「⼆輪デザイン公開講座」を開催 
芸術学部デザイン領域と（公財）自動⾞

技術会デザイン部門委員会が共同し、第 7
回「二輪デザイン公開講座」を開催した。この
講座は、（公財）自動⾞技術会デザイン部
門委員会に所属する二輪各社のデザイナー
が中心となって、美術及びデザインを専攻する
学⽣並びに⼀般の方にむけて、二輪⾞デザイ
ンの楽しさや、知識及び技術を学ぶことを目的
に開催し、本学学⽣を含む全国から 31 名の
学⽣が参加した。企業の第⼀線で活躍するプ
ロから直接デザインの指導を受けることができる
貴重な機会となった。 

⑥ 「飛騨童話会議」飛騨地域の住⺠によるミュ
ージカル公演 

岐⾩県飛騨地域の文化活動活性化と芸
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
事務職員研修の充
実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
ＳＤ研修の実施 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

術文化向上のため、芸術学部音楽領域学
⽣及び教員がミュージカル公演の制作に参画
した。この事業は今回で 12 周年を迎え、参
加者の技術の向上は目覚ましく、飛騨地域に
ミュージカル文化を根付かせることができた。 

⑦ 地域に開かれたワークショップの開催 
   東キャンパス子どもコミュニティーセンターで、⼈

間発達学部の学⽣がワークショップを開催し
た。近隣に居住する子どもと保護者に向けて
「自由な遊び」、「テーマ遊び」を取り入れた
様々な遊びや、⼿作りの紙芝居、⼈形劇、⼿
遊び等の内容に⼯夫を凝らし、参加した子ど
もや保護者とともに学⽣の成⻑する姿を⾒る
ことができた。 

 
 
 
 
 
 
 

「名古屋自由学院事務職員研修規程」に基づ
き、次の研修を実施した。 
(1)全体研修 

①５S 研修 
②中教審答申から名古屋芸術大学のあるべき

姿を考える 
③大学⽣のメンタルヘルス〜心の病いとその対応

〜 
④挑戦し続ける大切さ〜⼈⽣の豊かさとは何か

〜 
⑤グローバル⼈材と「⼈材の高度化」 
⑥接遇研修 
⑦法的視点でパワーハラスメントを考え 
 る 
⑧⼈事評価と目標管理制度の実務講習 

(2)管理職研修 
 ①セクハラ・パワハラの基礎知識編 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
名古屋芸術大学保
育専門学校の指導
方法及び内容の⾒
直し 
 
 
 
 
 
名古屋芸術大学保
育専門学校の職業
実践専門課程の充
実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名古屋芸術大学保
育専門学校の学⽣
支援の充実 
 
 
 
 
 

学⽣の⽴場に⽴った指導内容及
び指導方法の検討 
 
 
 
 
 
 
 
職業実践専門課程における職業
教育の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
学⽣の修学支援及び進路支援 
の充実 
 
 
 
 
 
 

より教育効果が上がる授業への改善を図るため
に学⽣理解を深めたり、学⽣の⽴場に⽴った指導
内容や指導方法を検討したりするために次のことを
実施した。 
(1) 学⽣による授業評価の実施 
(2)学⽣支援会議の開催 
(3)スタッフミーティングの開催 
(4)実習指導園との意⾒交換会 
 

平成 29 年 2 月に認可された職業実践専門課
程の充実のため、次のことを実施した。 
(1)教育課程編成委員会の開催と会議議事録の

情報公開 
(2)学校関係者評価委員会の開催と会議議事録

の情報公開 
(3)自己評価・自己点検の実施と情報公開 
(4)学校関係者による自己評価・自己点検に基づ

いた学校評価の実施と情報公開 
(5)専任教員の自己研修の実施と学内研修の実

施 
(6)保育現場と連携した授業の充実 

①保育教職実践演習(授業)で園⻑、教頭、
教諭、保育士による授業の実施 

 ②プレ実習（滝子幼稚園・たきこ幼児園）の実
施 

③教育実習Ⅰ（滝子幼稚園）の実施方法の
⼯夫とアクティブラーニングを取り入れた実習指
導に幼稚園教頭が指導講師として参加 

(7)職業実践専門課程基本情報をホームページで
公開 

 
 

学⽣を支援するために次のことを実施した。 
①奨学⾦説明会の実施 
②学内保育検定の実施 
③東京アカデミーよる公務員対策講座の実施 
④就職支援対策講座（公務員試験・芸大 3 年
編入試験等）の⾯接指導・論文指導の実施 

⑤卒業⽣の近況報告会の実施 
⑥就職支援コーナーの設置 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
 
 
 
 
 
 
 
 
滝子幼稚園の保育
実践研究 
 
 
 
 
 
 
滝子幼稚園の未就
園児親子教室 
 
 
 
 
 
 
滝子幼稚園の教育
評価 
 
 
 
滝子幼稚園の保育
支援の充実 
 
 
 
 
名古屋芸術大学附
属クリエ幼稚園の保
育実践研究 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
研究紀要の発刊 
 
 
 
 
 
 
 
未就園家庭の支援 
 
 
 
 
 
 
 
幼稚園関係者、第三者による教
育評価の実施 
 
 
 
特別支援教育の充実 
 
 
 
 
 
研修の充実 
 
 
研究紀要の発⾏ 
 

⑦愛知県私⽴幼稚園連盟主催「就職キャラバン
隊」及び名古屋⺠間保育連盟主催「就職ガイダ
ンス」による学内説明会の開催 

⑧学⽣相談室の開設 
 
 
 
 

平成 30 年度から研究領域を「ことば」に移し、そ
の 2 年次として昨年度の結果を基に、今年度は
「絵本」をテーマに決め、【絵本の毎日読み】を日々
の保育の中で実践として⾏った。その研究結果を
「研究紀要（第６号）」に「自ら動き出す子どもの
育成」として発刊した。 
 
 

0〜1 歳児クラス、2 歳児クラスの 2 教室を年間
各 13 回実施している。乳児を子育て中の近隣の
家庭に対する子育支援と、幼稚園の教育方針や
園の様子の情宣という 2 つの目的で未就園児親
子教室を実施、年間で参加登録者 336 名、その
内 2 歳児クラスで入園希望者が 77 名あり、70 名
の入園を決定した。 
 

令和元年度幼稚園教育評価の「アドバイザー
会議」で、教育、教育課程、園内研究、教員の自
己評価の集計を報告した。意⾒については、次年
度の教育に活かすこととした。 
 

特別な支援を必要とする園児 7 ⼈に対して、次
のことを実施した。 
①特別支援担当教員 1 ⼈の配置 
②幼稚園連盟主催の巡回指導の実施 
③臨床心理士による保育者との⾯談の実施 

 
毎月 1 回研修会を実施。外部講師 2 ⼈を招き

学んだ。6 ⼈の担任実践検討会を 2 回実施した。 
 
1 年間の保育・研究の結果を「研究紀要（第 7

号）」として発刊した。 
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事業の概要 主な事業の目的・計画 進  捗  状  況 
名古屋芸術大学附
属クリエ幼稚園の保
育支援の強化 
 
 
 
 
 
名古屋芸術大学附
属クリエ幼稚園の子
育て支援の充実 
 
 
 
 
 
 
 
 
名古屋芸術大学附
属クリエ幼稚園の地
域貢献 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

個別記録の導入 
 
 
特別支援体制の充実 
 
 
 
 
在園児保護者の相談体制の充
実 
 
保護者の園活動参加の推進 
 
 
未就園家庭の支援 
 
 
 
 
学校教育活動への協⼒ 
 
 
学⽣の保育体験・研究活動の受
入れ 
 
 
 
 
 
高齢者との触れ合い 
 

担任の園児 1 ⼈ひとりの個性や実態をとらえる
⼒が高まるように、日々個別記録を取り保育に活
かすようにした。 

専門員を招いての会議で支援分析、外部支援
機関との連携、個別相談を⾏うなど、特別支援対
象児及び発達の遅れが懸念される園児とその保護
者に対して園として支援した。 
 

在園児保護者からの相談に対して、その内容に
よって担任、教頭、園⻑が対応する体制とした。 

保護者が園活動に主体的に参加できるように
「サポーターズ（保育活動ボランティア）」の機会を
設けた。 

 
未就園家庭を集めて「ひよこ組」を開設、⾦曜

日の午前中に園庭を開放する「ぴよぴよ広場」を実
施し、子育て支援・保護者交流を進めた。 
 
 

小学校⽣活科、中学校職場体験、高校⽣保
育体験活動を通して、幼児教育・保育の楽しさと
やりがいを伝える機会を多く提供した。 

名芸大及び希望する他大学・短大・専門学校
からも教育実習⽣を受け入れるとともに、名芸大⽣
の自主保育活動（ボランティア）・授業での保育
活動体験・ゼミでの成果発表・卒業研究や制作で
の協⼒・作品展⽰などで、学⽣の教育・研究活動
を積極的に受け入れた。 

 
年中児が高齢者施設を訪問し、触れ合い活動

を⾏った。 
 

 
※ 詳細は、別添の「平成 31 年度事業計画報告書」を参照 



３　財務の概要

(単位：円)

(単位：円)

33,037,865

資 産 運 用 支 出

当 年 度 支 出 合 計

資 ⾦ 支 出 調 整 勘 定 64,096,651

359,305,192

4,056,939,931

4,908,746,099 △ 101,169,023

115,062,227

68,000,000 △ 96,851,500

支 出 の 部 合 計

181,997,906 14,202,094

00

手 数 料 収 入

3,941,877,704

50,598,451

収 入 の 部 合 計

受 取 利 息 ・ 配 当 ⾦ 収 入

雑 収 入

借 入 ⾦ 等 収 入

当 年 度 収 入 合 計

前 年 度 繰 越 支 払 資 ⾦

教 育 研 究 経 費 支 出

81,184,000

借 入 ⾦ 等 利 息 支 出 0

借 入 ⾦ 等 返 済 支 出

487,601,004

付 随 事 業 ・ 収 益 事 業 収 入

人 件 費 支 出

支 出 の 部

206,566,432

科　　　目

0

561,982,000

2,604,000,310

11,325,000

253,706,360 7,956,600

地方公共団体補助⾦収入

設 備 関 係 支 出

そ の 他 の 支 出

資 産 売 却 収 入

17,363,633

463,361,522

前 受 ⾦ 収 入

管 理 経 費 支 出

0

△ 101,169,023

差　　　異

6,144,886

0

4,908,746,099

そ の 他 の 収 入

施 設 関 係 支 出

50,000,000

△ 580,599,148

△ 9,386,273

851,806,168

5,009,915,122

196,200,000

0

27,581,144

5,009,915,122

決　算　額

1,291,085,199

460,019,860

2,597,855,424

30,585,549

50,000,000

206,562,730

445,141,792

17,907,090

△ 99,650,000

82,459,360 △ 3,368,400

0

28,689,676

△ 12,637,032

800,634,846

35,586,284

△ 993,384,410

1,291,085,199

79,090,960

599,530,306 △ 37,548,306

3,702

18,219,730

△ 101,169,0233,718,829,923

△ 980,747,378

771,945,170

平成31年4⽉ 1⽇から
令和02年3⽉31⽇まで

53,493,374

差　　　異

　　資⾦収⽀計算書は、当該会計年度の教育研究活動に対応する全ての収入及び支出の内容、並びに当該会
計年度における支払資⾦(現⾦及びいつでも引出すことが出来る預貯⾦）の収入及び支出のてん末を明らかにする
ものです。

△ 22,945,600

△ 3,191,300

△ 2,321,772

0

科　　　目

261,662,960

45,246,789

182,572,000

３－１．資⾦収⽀計算書の概要

349,918,919

△ 644,695,799

24,062,500

99,650,000

2,980,497,400 3,003,443,000

12,208,924

平成31年度資⾦収支計算書

164,851,500

△ 216,231,250次 年 度 繰 越 支 払 資 ⾦ 1,068,037,418

予 備 費

171,247,000国 庫 補 助 ⾦ 収 入

収 入 の 部

決　算　額予　算　額

20,871,200

学 生 生 徒 等 納 付 ⾦ 収 入

補 助 ⾦ 収 入

19,685,405

0

寄 付 ⾦ 収 入

3,617,660,900

資 ⾦ 収 入 調 整 勘 定

予　算　額

(0)

大学･専修学校･幼稚園において学
生･生徒･園児などから納入された学
費です。

大学に対する私学大学等経常費補
助⾦など国からの補助⾦です。

県及び市町村からの補助⾦です。

受託事業・受託研究に係る収入及
び補助活動事業収入です。

本年度に納入された、次年度以降の
学生生徒等納付⾦などの収入です。

本年度末において収納できなかった
未収入⾦や前年度に先⽴って受入
れた前受⾦などです。

法人業務･学生等募集など直接教
育に要さない経費です。

土地、建物、構築物等の施設関係
の支出です。

本年度末において支払えなかった未
払⾦や前年度に先⽴って支払った前
払⾦などです。

教育研究用機器備品、その他の機
器備品、図書等の設備関係の支出
です。
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収入の部
　学生生徒等納付⾦収入(30億344万円)は、授業料、入学⾦、実験実習料、教育充実費、施設設備資⾦の
収入です。下記のグラフは、令和元年5⽉1⽇現在の在籍学生生徒数(2,485名)です。

1.6億円

　手数料収入2,406万円)は、入学検定料、試験料及び証明手数料の収入です。
　寄付⾦収入(1,220万円)は、特別寄付⾦及び⼀般寄付⾦の収入です。このうち、特別寄付⾦は、用途が指定
された寄付⾦収入です。
　補助⾦収入(2億5,370万円)は、国庫補助⾦及び地方公共団体補助⾦の収入です。このうち、最も大きな割
合を占めているのは国庫補助⾦のなかの私⽴大学等経常費補助⾦です。

　資産売却収入は、債券の売却収入9,965万円です。
　付随事業・収益事業収入(3,558万円)は、公開講座収入及び受託事業収入等です。
　受取利息・配当⾦収入(1,968万円)は、受取利息・配当⾦収入です。
　雑収入(4億4,514万円)の86.7％は、私⽴大学退職⾦財団交付⾦収入です。なお、平成27年度より会計基
準の変更に伴い、雑収入の中に施設設備利用料が含まれています。

1.7億円2.1億円 1.6億円 1.8億円

芸大 1,937名
77.95%

大学院
40名 1.61%

保専
111名 4.47%

滝幼 216名
8.69%

クリエ
181名 7.28%

学生生徒等数構成図

0.10 0.08 0.08

1.66

1.26
1.47

1.54 1.51

0.33

0.30
0.15

0.18 0.13

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

補助⾦の推移

私⽴大学等経常費補助⾦特別補助

私⽴大学等経常費補助⾦⼀般補助

⽂部科学省・地方公共団体等補助⾦等

億円

補助⾦受入額
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⽀出の部

３－２．事業活動収⽀計算書の概要

(単位：円)

△ 788,000

176,578,000

45,246,789

53,493,374 17,907,090

45,611,501

32,070,849

8,744,600

16,135,634568,256,912

△ 788,000

資 産 売 却 差 額 0

3,901,792,487

6,995,720 7,783,720そ の 他 の 特 別 収 入

事 業 活 動 収 入 計

17,363,633

6,995,720

0

△ 2,321,77219,685,405

19,685,405

3,947,403,988

0

△ 3,191,30020,871,200 24,062,500

7,783,720

教　育　活　動　外　収　入

雑 収 入

35,586,284

552,121,278

受 取 利 息 ・ 配 当 ⾦ 17,363,633

△ 2,580,400地 方 公 共 団 体 補 助 ⾦

付 随 事 業 収 入

△ 2,321,772

特　別　収　入

13,175,940

254,678,960

11,325,000

教　育　活　動　収　入

78,100,960

165,253,000

科　　　目

学 生 生 徒 等 納 付 ⾦ 3,003,443,000

平成31年4⽉ 1⽇から
令和02年3⽉31⽇まで

予　算　額

国 庫 補 助 ⾦

245,934,360

△ 22,945,6002,980,497,400

差　　　異

事 業 活 動 収 入

決　算　額

3,923,044,635 3,874,323,362 48,721,273

平成31年度事業活動収支計算書

　事業活動収⽀計算書は、当該会計年度の事業活動収入、事業活動支出、基本⾦組入額並びに事業活動収
支の均衡状態を示す計算書で、企業会計の損益計算書に近いものです。学校法人の事業活動収支計算書に
は、損益計算書では計上対象とならない資本的支出が基本⾦組入額として計上されています。

　人件費支出(25億9,785万円)は、教員人件費、職員人件費、役員報酬及び退職⾦の支出です。
　教育研究経費支出(7億7,194万円)は、教育・研究等の活動に要する消耗品費、光熱水費、通信費、印刷
費、修繕費及び業務委託費等の経費支出です。
　管理経費支出(4億6,001万円)は、法人業務・学生募集業務・管理業務に伴う消耗品費、光熱水費、通信
費、印刷費、修繕費及び業務委託等の経費支出です。
　借入⾦等利息支出及び借入⾦等返済支出は、平成26年度に全て完済済みのため、当年度の支出額はありま
せん。
　施設関係支出(1億8,199万円)は、土地、建物、構築物の支出です。
　設備関係支出(5,059万円)は、教育研究用機器備品、管理用機器備品、図書、⾞両、及びその他のソフトウェ
アの支出です。

寄 付 ⾦

経 常 費 等 補 助 ⾦

手 数 料

80,681,360

資⾦収支寄付⾦収入と教育備品･
図書など資産の現物寄付⾦額です。

固定資産などの売却額が帳簿
残高(貸借対照表残高)を超え
る場合の超過額です。
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(単位：円)

事業活動収入

当 年 度 収 支 差 額

△ 5,034,585,734

　事業活動収入は、学校法人の負債とならない収入で、学生生徒等納付⾦、手数料、寄付⾦、補助⾦、付随事
業、受取利息・配当⾦、資産売却差額、雑収入等です。

前 年 度 繰 越 収 支 差 額 △ 4,323,197,355

△ 329,820,100

特　別　支　出 42,692,752 △ 42,470,573

0

△ 53,564,168

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

基 本 ⾦ 組 入 前 当 年 度 収 支 差 額

そ の 他 の 特 別 支 出 4

基 本 ⾦ 組 入 額 合 計

△ 435,132,447

0

△ 4,599,264,823 △ 435,320,911

△ 276,255,932

△ 105,500,811基 本 ⾦ 取 崩 額

事 業 活 動 支 出 計

6,926[ 予 備 費 ]

105,500,811

0 △ 276,255,932

△ 381,568,279

△ 4,323,197,355

222,175

0

△ 42,470,573

4,283,360,7664,382,536,435

(6,926)

△ 381,568,279

99,175,669

49,993,074

△ 711,388,379

4 0

222,179

差　　　異

2,631,469,0032,716,837,499 85,368,496

0 0 0

4,240,668,014 141,639,316

27,581,144

0

0

資 産 処 分 差 額

410,000

管 理 経 費

科　　　目

人 件 費

484,268,459

1,124,520,552 28,689,676

事 業 活 動 支 出

1,153,210,228

511,849,603

予　算　額

教 育 研 究 経 費

徴 収 不 能 額 410,000

0

決　算　額

42,692,748

教　育　活　動　支　出

借 入 ⾦ 等 利 息

4,382,307,330

教　育　活　動　外　支　出

資⾦収支教育研究経費支出と施
設・設備の当期減価償却額などが含
まれます。

資⾦収支管理経費支出と施設・設備

固定資産など売却収入が帳簿残高
(貸借対照表残高)に不⾜する場合
の不⾜額と、固定資産などを処分し
た場合の帳簿残高です。

本年度の徴収不能確定額です。

学生生徒等納付金

30億344万円 76.98%手数料

2,406万円 0.62%

寄付金

1,317万円 0.34%

補助金

2億4,593万円 6.3%

受取利息配当金収入

1,968万円 0.5%
付随事業収入他

5億9,549万円 15.26%

事業活動収入の構成

基本⾦各号が取崩しとなった場合の
合計額です。

基本⾦各号の組入額の合計額で
す。
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基本⾦組入額及び取崩額

事業活動⽀出
　事業活動⽀出は、教育研究その他の諸活動に対応して消費した支出で、人件費、教育研究経費、管理経費、
借入⾦等利息、資産処分差額等です。

　基本⾦組入額は、学校法人の永続的維持に必要な資産を継続的に保持するために、維持すべきものとして事業
活動収入のうちから組入れた⾦額です。
　基本⾦には、第１号基本⾦から第４号基本⾦まで、４種類の基本⾦があります。
　第１号基本⾦は、施設設備の整備拡充のために支出した⾦額であり、当年度は施設の除却が多かったため、1
億550万円の取崩しとなりました。
　第２号基本⾦は、施設設備を取得するために、事前に組入れた⾦額であり、当年度はありませんでした。
　第３号基本⾦は、教育・研究活動の維持向上を目的とした教育研究基⾦、奨学基⾦等の設定であり、平成23
年度において組入予定額を達成したため、当年度の組入額はありませんでした。
　第４号基本⾦は、恒常的な資⾦の維持のための設定であり、当年度は計算の結果前年度保持額を下回ったた
め、組入れはありませんでした。

人件費

26億3,146万円
61.43%

教育研究費

11億2,452万円
26.25%

管理経費

4億8,426万円

11.31%

資産処分差額他

4,310万円

1.01%

事業活動支出の構成
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３－３．貸借対照表の概要

(単位：円)

△ 1,173,448

△ 171,273,638

教 育 研 究 用 機 器 備 品

(令和2年3⽉31⽇)
資 産 の 部

3,933,000,000　　特　定　資　産

構 築 物

15,390,985,884

11,368,953,930 △ 184,235,280

97,449,258

45,000,000

15,252,980,024 △ 138,005,860

前 年 度 末

施 設 設 備 引 当 特 定 資 産

0

科　　　目

固 定 資 産

本 年 度 末 増　減　(△)

　貸借対照表は、令和2年3⽉31⽇現在の財政状態を示す計算書で、学校法人の資産と負債・純資産の状況を
表しています。学校法人会計には、企業会計の資本⾦という概念はなく、基本⾦として組入れている⾦額と当該年
度までの事業活動収支計算の結果である翌年度繰越収支差額が、貸借対照表の貸方に計上されています。

1,155,701,230

0

△ 13,603,096

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権 0

0

△ 622,080

63,000,000

0

仮 払 ⾦

188,955,730

794,200764,200

15,036

未 収 入 ⾦

1,785,000,000

⻑ 期 貸 付 ⾦

400,000,000

0

⽴ 替 ⾦

11,000,000

減 価 償 却 引 当 特 定 資 産

20,302,268

1,501,152,4331,458,866,673

保 証 ⾦

0

短 期 貸 付 ⾦

そ の 他 の 固 定 資 産

11,000,000

3,071,400

1,166,400

37,828,293

1,788,480

134,031,954

前 払 ⾦

1,068,037,418

574,314

0

流 動 資 産

現 ⾦ 預 ⾦

79,769,467

1,109,030

19,961,857

574,314

有 価 証 券

1,722,000,000

建 物

有 形 固 定 資 産

5,877,292,821

土 地

ソ フ ト ウ ェ ア

7,279,847

3,888,000,000

管 理 用 機 器 備 品

図 書

11,184,718,650

5,706,019,183

第 3 号 基 本 ⾦ 引 当 資 産

1,248,000,000

⾞ 輌

1,266,000,000退 職 給 与 引 当 特 定 資 産

7,824,291

81,620,967そ の 他 の 固 定 資 産

貸借対照表

180,038,438

△ 4,167,815

0

3,071,400

11,003,340

102,919,139

149,677,245

4,071,063,025 4,070,005,745

9,829,892

135,261,374

1,057,280

△ 42,285,760

145,509,430

1,142,098,134

5,469,881

500,000,000

△ 223,047,781

500,000,000

37,828,293

1,291,085,199

368,994,168

1,229,420

△ 18,000,000

1,851,500

△ 544,444

0400,000,000

0

0

△ 340,411

△ 30,000

1,093,994

△ 180,291,62016,892,138,31716,711,846,697

受 取 手 形 0 0 0

資 産 の 部 合 計
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増　減　(△)

△ 180,291,620

△ 276,067,468

274,654,286

△ 73,377,627

0

0

△ 276,067,468

△ 105,500,811

0

201,276,659

1,252,076,376

0

1,178,698,749

16,892,138,31716,711,846,697

638,636,531

288,000,000

500,000,000

△ 4,323,197,355

本 年 度 末

14,639,386,478

44,384,334

18,857,083,022 18,962,583,833

0 0

第 ３ 号 基 本 ⾦ 500,000,000

増　減　(△)

0

△ 73,377,627

344,438,919

0

294,197,612

1,000,675,463

前 年 度 末

18,174,583,833

611,852,210

18,069,083,022

基　本　⾦

第 ２ 号 基 本 ⾦

1,252,076,376

本 年 度 末

未 払 ⾦

1,275,329,749

短 期 借 入 ⾦

負 債 の 部 合 計

前 年 度 末

37,076,912

2,252,751,8392,454,028,498

純 資 産 の 部

前 年 度 末科　　　目

△ 4,599,264,823

14,257,818,199

0

流 動 負 債

負 債 の 部

固 定 負 債

科　　　目

599,616,306

第 １ 号 基 本 ⾦

△ 4,323,197,355△ 4,599,264,823繰　越　収　支　差　額

退 職 給 与 引 当 ⾦

⻑ 期 借 入 ⾦

仮 受 ⾦ 0 0 0

翌 年 度 繰 越 収 支 差 額

△ 381,568,279

増　減　(△)

本 年 度 末

1,178,698,749

0

第 ４ 号 基 本 ⾦

0

△ 12,235,904

科　　　目

△ 105,500,811

前 受 ⾦

△ 7,307,422預 り ⾦

負 債 及 び
純 資 産 の 部 合 計

純 資 産 の 部 合 計

288,000,000

19 17 18 15 15

160 157 156 154 153193 191 188 190 189

22 21 24 23 25

△ 36 △ 37 △ 39 △ 43 △ 46

179億円 175億円 179億円 169億円 167億円

-50

0

50

100

150

200

250

27年
度

28年
度

29年
度

30年
度

31年
度

貸借対照表構成⽐率の推移

億円

基本金

繰越収支差額流動資産

負債

固定資産
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３－４．財務⽐率経年⽐較

平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

87.8% 88.0% 86.1% 86.7% 85.3%

87.5% 87.6% 87.8% 87.8% ―

△ 20.2% △ 21.4% △ 22.6% △ 25.6% △ 27.5%

△ 13.6% △ 14.2% △ 14.5% △ 14.3% ―

209.1% 212.9% 153.1% 150.0% 114.4%

254.1% 252.2% 248.3% 246.6% ―

13.9% 13.7% 16.2% 15.4% 17.2%

14.3% 14.2% 13.9% 13.9% ―

12.2% 12.0% 13.9% 13.3% 14.7%

12.5% 12.4% 12.2% 12.2% ―

67.4% 67.4% 66.6% 67.3% 66.9%

61.2% 61.2% 60.7% 59.9% ―

99.9% 100.0% 99.9% 99.8% 103.7%

97.2% 97.3% 97.3% 97.3% ―

　

　本学校法人では、財政の健全性を確保することを目的として、13項目の財務⽐率を設定しグラフ化しました。各⽐率の意味と各⽐
率から⾒た本学の財政状況（平成27年度〜平成31年度）は以下のとおりです。なお、全国私大平均は、医⻭系法人を除いた大
学法人の平均値です。

本学

大学法人平均

大学法人平均

本学

大学法人平均

⑦基本⾦⽐率(＝基本⾦÷基本⾦要組入額)
　 ⇒⾃⼰資⾦は充実されているか（高い値が良い）

⑥有形固定資産構成⽐率（＝有形固定資産÷総資産）
　 ⇒資産構成はどうなっているか（低い値が良い）

本学

貸借対照表関係⽐率

⑤総負債⽐率(＝総負債÷総資産)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

①純資産構成⽐率
　(＝純資産÷(総負債+純資産))
   ⇒資⾦の調達源泉の分析（高い値が良い）

②繰越収支差額構成⽐率(＝繰越収支差額÷(総負債+純資産))
   ⇒⾃⼰資⾦は充実されているか（高い値が良い）

③流動⽐率(＝流動資産÷流動負債)
   ⇒負債に備える資産が蓄積されているか（高い値が良い）

④負債⽐率(＝総負債÷純資産)
   ⇒負債の割合はどうか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

本学

大学法人平均

87.8% 88.0%

86.1%

86.7%

85.3%

87.5% 87.6% 87.8%

87.8%

85.0%

86.0%

87.0%

88.0%

89.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

①自己資金構成比
本学

大学法人平均

△ 20.2%
△ 21.4% △ 22.6%

△ 25.6%
△ 27.5%

△ 13.6%
△ 14.2% △ 14.5% △ 14.3%

△ 34.0%

△ 24.0%

△ 14.0%

△ 4.0%

②消費収支差額構成比率

209.1%
212.9% 153.1% 150.0%

254.1% 252.2%
248.3% 246.6%

150.0%

③流動比率

13.9% 13.7%

16.2%
15.4%

17.2%

14.3% 14.2%

13.9% 13.9%

8.0%

13.0%

18.0%

④負債比率

12.2% 12.0%

13.9% 13.3%

14.7%
12.5%

12.4%

12.2% 12.2%

8.0%

18.0% ⑤総負債比率

67.4% 67.4%
66.6%

67.3%
66.9%

61.2% 61.2% 60.7%

60.0%

70.0%
⑥有形固定資産構成比率

99.9% 100.0% 99.9% 99.8%

99.9%

97.2% 97.3% 97.3% 97.3%96.0%

101.0%

106.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

⑦基本金比率
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平成
27年度

平成
28年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

82.7% 83.2% 77.7% 76.9% 77.1%

73.7% 73.7% 74.7% 74.8% ―

66.5% 67.7% 70.3% 66.5% 67.6%

53.7% 53.6% 53.8% 53.0% ―

80.3% 81.4% 90.4% 86.4% 87.6%

73.0% 72.8% 71.9% 70.9% ―

30.2% 30.2% 27.9% 27.6% 28.9%

33.2% 33.0% 33.3% 33.4% ―

△ 7.4% △ 9.0% △ 11.6% △ 7.7% △ 9.8%

4.7% 4.9% 4.9% 4.6% ―

107.4% 109.0% 111.6% 111.2% 109.8%

108.6% 107.8% 106.5% 107.0% ―大学法人平均

事業活動収支関係⽐率

⑧学生生徒等納付⾦⽐率(＝学生生徒等納付⾦÷経常収入)
 　⇒収入構成はどうなっているか

本学

大学法人平均

⑨人件費⽐率(＝人件費÷経常収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑩人件費依存率(＝人件費÷学生生徒等納付⾦)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

本学

大学法人平均

⑪教育研究経費⽐率(＝教育研究経費÷帰属収入)
 　⇒支出構成は適切であるか（高い値が良い）

本学

大学法人平均

⑫事業活動収支差額⽐率(＝基本⾦組入前当年度収支差額÷事業活動収入)
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか

本学

本学

大学法人平均

⑬基本⾦組入後収支⽐率(＝事業活動支出÷(事業活動収入-基本⾦組入額))
 　⇒収入と支出のバランスはとれているか（低い値が良い）

82.7%

83.2%
77.7% 76.9%

77.1%

73.7% 73.7% 74.7% 74.8%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

⑧学生生徒等納付金比率
本学

大学法人平均

66.5% 67.7%
70.3%

66.5%
67.6%

53.7% 53.6% 53.8% 53.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0% ⑨人件費比率

80.3% 81.4% 90.4%
86.4%

87.6%

73.0% 72.8% 71.9% 70.9%
65.0%

75.0%

85.0%

95.0% ⑩人件費依存率

30.2%

30.2%

27.9% 27.6%

28.9%

33.2% 33.0%

33.3% 33.4%

27.0%

28.0%

29.0%

30.0%

31.0%

32.0%
33.0%

34.0%

35.0% ⑪教育研究経費比率

△ 7.4%
△ 9.0%

△ 11.6%

△ 7.7%
△ 9.8%

4.7% 4.9% 4.9% 4.6%

△ 20.0%

△ 10.0%

0.0%

10.0%
⑫帰属収支差額比率

107.4%

109.0%

111.6%

111.2%

109.8%

108.6%

107.8%
106.5%

107.0%

100.0%

105.0%

110.0%

115.0%

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

⑬消費収支比率
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3－4 主な施設設備の整備状況 

・校舎耐震補強工事、キャンパス内バリアフリー化、防災設備整備の推進 
対象となる校舎の耐震診断を平成 15・16年度で実施し、平成 17年度より３カ年計画で耐震補強

工事を実施しました。平成 20 年度から地震等の防災を想定した設備対策を実施中。 

年度 所属 事業内容 

31 
芸大 
滝幼 

1 号館北面・⻄面外壁タイル浮き注入工事※１ 

北門フェンス・扉防犯対策 

30 芸大 
⻄キャンパス遊歩道整備 ※２ 

1 号館東面外壁タイル浮き注入工事 

28 芸大 年式の古い⽕災感知器を確認灯付に更新 

27 
芸大･保専 
滝幼･クリエ 

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工(非構造部材耐震) ※３ 

X 棟･2 号館･クリエ園舎他 

保専 本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー) ※４ 

26 芸大 
⻄キャンパス A 棟天井耐震補強工事(非構造部材耐震)  

東キャンパス玄関自動ﾄﾞｱ･ｽﾛｰﾌﾟ･手摺･多目的ﾄｲﾚ改修(ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ) ※５ 

25 
芸大 
滝幼 

3 号館講堂舞台照明設備落下防止(非構造部材耐震)  ※６ 
滝子キャンパス渡り廊下 （バリアフリー）   ※７ 

24 芸大 ⻄ B・G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）    ※８ 

23 芸大 
⻄ B・G 棟耐震補強工事 
⻄ C･D･E･F 棟耐震補強工事 

22 

芸大 
全学 
芸大 
保専 

11 号館耐震補強工事･EV 耐震改修（４基） 
緊急地震速報システム構築（大学･専門学校･幼稚園） 
全校舎自動⽕災報知機集中管理整備 
尚友館耐震補強工事･EV 耐震改修 

21 芸大 
Ｋ棟身障者トイレ改修（バリアフリー） 
非常放送・避雷ユニット等防災設備改修 

20 芸大 
体育館大空間天井耐震補強工事 
8 号館身障者トイレ増設（バリアフリー） 
埋設ガス配管の耐震化 

19 芸大 
8 号館耐震補強工事 
1 号館身障者対応ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ及びﾄｲﾚ改修工事（バリアフリー） 

18 
芸大 A 棟･５号館耐震補強工事 

短大部 9 号館耐震補強工事 

保専 清雅館耐震補強工事 

17 芸大 
H･K 棟・６号館耐震補強工事 
G･U 棟渡り廊下増築（バリアフリー）      ※９ 
H･K 棟ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ渡り廊下増築（バリアフリー）  ※１０ 
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滝幼 北館耐震補強工事 

16 芸大 X･G 棟渡り廊下増築（バリアフリー）      ※１１ 

・学校隣接⼟地の取得等 
年度 所属 事業内容 面積（㎡） 

31 法人 東キャンパス新宮 110-1 屋外作品展示場取得 58.42 

30 芸大 ⻄キャンパス神子前 29・30 学⽣⽤駐⾞場拡幅 744 

29 クリエ 園庭拡張取得 653 

28 芸大 東キャンパス古井 119 駐⾞場(運⽤財産)移⾏ 1,068 

27 
芸大 
法人 

⻄キャンパス借地の返還 
⻄キャンパス隣接地取得 
名古屋市昭和区永⾦町 1-21-3(運⽤財産)処分 

2,578 
537 

175.14 

26 芸大 ⻄キャンパス校地取得 
⻄キャンパス駅前校地取得 

417.00 
1,301..28 

25 法人 名古屋市昭和区広池町 15(運⽤財産)移⾏ 
名古屋市昭和区永⾦町 1-32(運⽤財産)移⾏ 

612.08 
91.09 

24 法人 名古屋市昭和区汐⾒町(運⽤財産)処分 
北名古屋市熊之庄射⽮重(運⽤財産)処分 

824.94 
1164.00 

23 法人 北名古屋市鍛冶ヶ⼀⾊（運⽤財産）処分 1,844.00 

19 滝幼 滝子キャンパス園地取得 244.28 

18 芸大 東キャンパス校地取得 
⻄キャンパス校地取得 

503.00 
871.00 

16 芸大 東キャンパス校地取得 886.00 

 
・地球温暖化対策として省エネルギー化の推進 

年度 所属 事業内容 

31 
芸大 

⻄キャンパス X 棟全館⾼効率空調機更新(人感センサー付)※１ 
⻄キャンパス X 棟全館 LED 照明更新工事       ※２ 
東キャンパス全館 3 号館・8 号館 LED 照明更新工事   ※２ 

滝幼 園舎 LED 照明更新工事 

30 
芸大 

⻄キャンパス Z 棟⾼効率空調機更新(人感センサー付) 
⻄キャンパス⾼圧受電統合（主キャンパス+Z 棟） 

クリエ 保育室・遊戯室⾼効率 GHP 空調機更新 

29 芸大 ⻄キャンパス H 棟 K 棟⾼効率空調機更新(人感センサー付) 

28 
芸大 
全体 

東⻄キャンパス各棟使⽤電⼒計測装置設置及び空調デマンド計測 
⾼圧受電 6 ヶ所の特定電気事業者(PPS 事業者)による入札決定 

26 芸大 
東 9 号館屋上太陽光発電設備設置(10kw)     ※３ 
東第 2 変電所⾼効率トランス更新 

24 芸大 東１号館設備集中監視制御システム更新 



27 

 

23 芸大 

東１号館屋上太陽光発電設備設置（20kw）    ※４ 
東１号館省エネ照明更新、省エネトランス更新 
⻄ C･D･E･F 棟工房屋根･外壁･照明省エネ改修   ※５ 
⻄ Z 棟省エネ照明更新、G 棟⾼効率空調機省エネ照明更新 

22 芸大 
⻄体育館屋上太陽光発電設備設置（40kw）    ※６ 
⻄省エネトランス更新、A･H･K 棟省エネ照明更新 

21 芸大 
1・5 号館⾼効率空調機リニューアル 
Ａ・Ｂ棟 LED 照明・人感センサー等取替 
1・3・5・6 号館 LED 照明・人感センサー等取替 

20 芸大 1 号館⾼効率空調機ﾘﾆｭｰｱﾙ 

19 芸大 
学⽣食堂･1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 
重油ﾎﾞｲﾗｰ熱源ﾘﾆｭｰｱﾙ 
屋外緑化 

18 
芸大 3 号館講堂照明システム改修 

短大部 1 号館空調機ｲﾝﾊﾞｰﾀｰﾘﾆｭｰｱﾙ 

滝幼 園バスの天然ガス自動⾞買い替え 

17 芸大 東キャンパス４号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

16 
芸大 ⻄キャンパス U 棟ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

保専 清雅館ガス空調（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 

15 
芸大 

東キャンパス 3 号館ガス空調機（GHP）ﾘﾆｭｰｱﾙ 
⻄キャンパス⾼圧受電設備を省エネ機器に改修 

クリエ 園バスの天然ガス自動⾞買い替え 

14 芸大 
東キャンパス空調機デマンド制御設置 
⻄キャンパス空調機デマンド制御設置 

 
以 上 

 



非構造部材耐震事業・バリアフリー化

※2 平成30年度

西キャンパス遊歩道整備

※3 平成27年度

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工

(非構造部材耐震)東キャンパス2号館

※3 平成27年度

校舎･園舎の硝子飛散防止フィルム施工

(非構造部材耐震)クリエ園舎

※1 平成31年度

東1号館北面・西面外壁タイル浮き注入工事

28



バリアフリー化・耐震整備事業

※6 平成25年度

東3号館講堂舞台照明設備落下防止

(非構造部材耐震)

※5 平成26年度

東キャンパス 玄関自動ドア・スロープ・

手摺･多目的ﾄｲﾚ改修(バリアフリー)

※7 平成25年度

滝子キャンパス渡り廊下(バリアフリー)

※4 平成27年度

本館･清雅館渡り廊下新設(バリアフリー）

29



※9 平成17年度
⻄G・U棟渡り廊下増築(バリアフリー)

※10 平成17年度 ⻄H・K棟エレベーター
渡り廊下増築(バリアフリー)

※11 平成16年度
⻄X・G棟渡り廊下増築(バリアフリー)

※8 平成24年度

30



省エネルギー化整備事業

※1 平成31年度
⻄キャンパス
X棟⾼効率空調機更新(人感センサー付)

※2 平成31年度
⻄キャンパスX棟LED照明更新⼯事※2

※2 平成31年度
東キャンパス3号館・8号館LED照明更新⼯事

※3 平成26年度
東キャンパス 9号館屋上太陽光発電設備

31



省エネルギー化整備事業

※4 平成23年度
東1号館屋上太陽光発電設備設置(20kw)

※6 平成22年度
⻄体育館屋上太陽光発電設備設置(40ｋｗ)

※5 平成23年度
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